
平 成 ３１ 年 ３ 月　

平成３０年度 結 城 市 一 般 会 計 補 正 予 算 書 (第４号)

茨   城   県   結   城   市　





 

平成３０年度 結城市一般会計補正予算（第４号） 

 

 平成３０年度結城市の一般会計の補正予算（第４号）は，次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２，０５０千円を追加し，歳入歳出それぞれ１８，１２７，７５０千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は，「第２表繰越明許費補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は，「第３表地方債補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   平成３１年３月１８日提出 

結城市長  前 場 文 夫 
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歳    入 （単位：千円）

補 正 前 の 額 補    正    額 計

 6 地 方 消 費 税 交 付 金 883,400 34,454 917,854

 1 地 方 消 費 税 交 付 金 883,400 34,454 917,854

 9 地 方 交 付 税 2,461,051 7,936 2,468,987

 1 地 方 交 付 税 2,461,051 7,936 2,468,987

13 国 庫 支 出 金 2,579,557 4,474 2,584,031

 2 国 庫 補 助 金 427,092 4,474 431,566

19 諸 収 入 358,452 22,686 381,138

 4 雑 入 319,196 22,686 341,882

20 市 債 2,018,500 △67,500 1,951,000

 1 市 債 2,018,500 △67,500 1,951,000

歳 入 合 計 18,125,700 2,050 18,127,750

歳    出 （単位：千円）

補 正 前 の 額 補    正    額 計

 2 総 務 費 2,507,484 41,849 2,549,333

 1 総 務 管 理 費 2,015,864 41,849 2,057,713

 8 土 木 費 1,967,482 29,000 1,996,482

 2 道 路 橋 梁 費 350,367 29,000 379,367

10 教 育 費 2,693,493 △68,799 2,624,694

 2 小 学 校 費 808,103 △68,799 739,304

 3 中 学 校 費 364,650 0 364,650

歳 出 合 計 18,125,700 2,050 18,127,750

第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

款 項

款 項

- 2 -



追　加

事　　　　業　　　　名

2 総 務 費 1 総 務 管 理 費 プレミアム付商品券事業 3,595

8 土 木 費 2 道 路 橋 梁 費 公達雨水幹線整備事業 29,000

10 教 育 費 2 小 学 校 費 空調設備整備事業 333,747

3 中 学 校 費 空調設備整備事業 182,759

549,101

第 ２ 表 　 繰  越  明  許  費  補  正

金　　　額

計

款 項

(単位：千円）
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変　更 (単位：千円）

普 通 貸 借 4.0％以内 　借入れの日から据置期間を含み３０年以内に償還

又 は （ただし，利率見直し する。その他借入先の融通条件に従う。

証 券 発 行 方式で借り入れる政府 　ただし，市財政の都合により据置期間を短縮し，

資金及び地方公共団体 もしくは繰上償還又は低利に借換えすることができ

金融機構資金について, る。

利率の見直しを行った

後においては，当該見

直し後の利率）
計 2,018,500 1,951,000

補　正　後

第 ３ 表    地　  方　  債　  補　　正

限　　　　　度　　　　　額
償　　　還　　　の　　　方　　　法起   債   の   目   的 起債の方法 利  　率

補　正　前

中 学 校 施 設 整 備 事 業 192,500 203,200

道 路 橋 梁 整 備 事 業 21,600 35,600

小 学 校 施 設 整 備 事 業 501,800 409,600
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１　総　括
（歳　　入） （単位：千円）

補 正 前 の 額 補    正    額 計

 6 地 方 消 費 税 交 付 金 883,400 34,454 917,854

 9 地 方 交 付 税 2,461,051 7,936 2,468,987

13 国 庫 支 出 金 2,579,557 4,474 2,584,031

19 諸 収 入 358,452 22,686 381,138

20 市 債 2,018,500 △67,500 1,951,000

    歳      入      合      計 18,125,700 2,050 18,127,750

（歳　　出） （単位：千円）

補 正 前 の 額 補    正    額 計

 2 総 務 費 2,507,484 41,849 2,549,333

 8 土 木 費 1,967,482 29,000 1,996,482

10 教 育 費 2,693,493 △68,799 2,624,694

    歳      出      合      計 18,125,700 2,050 18,127,750

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

款

款
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２　歳  入
(款)  6 地方消費税交付金 (項)  1 地方消費税交付金 （単位：千円）

金　　額

 1 地方消費税交付金 883,400 34,454 917,854  1 地方消費税交付金 34,454

　　　 計 883,400 34,454 917,854

(款)  9 地方交付税 (項)  1 地方交付税

 1 地 方 交 付 税 2,461,051 7,936 2,468,987  1 地 方 交 付 税 7,936 ・普通交付税

　　　 計 2,461,051 7,936 2,468,987

(款) 13 国庫支出金 (項)  2 国庫補助金

 1 総務費国庫補助金 14,043 3,595 17,638  1 総務管理費補助金 3,595 ・プレミアム付商品券事務費補助金

 5 土木費国庫補助金 128,984 14,000 142,984  1 道路橋梁費補助金 14,000 ・防災・安全交付金

 7 教育費国庫補助金 186,119 △13,121 172,998  2 小学校費補助金 △8,809 ・ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金

 3 中学校費補助金 △4,312 ・ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金

　　　 計 427,092 4,474 431,566

(款) 19 諸収入 (項)  4 雑入

 4 雑 入 293,234 22,686 315,920  1 総 務 費 雑 入 22,686 ・筑西ふるさと市町村圏基金出資金返戻金 21,524

・筑西ふるさと市町村圏基金清算金 1,162

　　　 計 319,196 22,686 341,882

(款) 20 市債 (項)  1 市債

 3 土 木 債 236,700 14,000 250,700  1 道 路 橋 梁 債 14,000 ・道路橋梁整備事業債

 5 教 育 債 698,400 △81,500 616,900  1 小 学 校 債 △92,200 ・小学校施設整備事業債

 2 中 学 校 債 10,700 ・中学校施設整備事業債

　　　 計 2,018,500 △67,500 1,951,000

目 計
節

区　　　分
説　　　　　　　　　　　　　明補正前の額 補  正  額
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３　歳  出
(款)  2 総務費 (項)  1 総務管理費 （単位：千円）

補 正 額

 6 財 産 38,254 38,254 25 積 立 金 38,254

管 理 費 ( 497,824 )

( 536,078 )

    38,254 基金積立金        38,254

25 積立金 38,254

     ・公共施設長寿命化等推進基金積立金

 7 企 画 費 3,595 3,595 12 役 務 費 2,310

( 111,868 ) 通信運搬費 2,310

( 115,463 ) 13 委 託 料 1,285

     3,595 プレミアム付商品券事業費         3,595

12 役務費 2,310

     通信運搬費

13 委託料 1,285

     ・プレミアム付商品券事務電算委託料

41,849 3,595 38,254

  計 ( 2,015,864 )

( 2,057,713 )

(款)  8 土木費 (項)  2 道路橋梁費

 2 道 路 29,000 14,000 14,000 1,000 15 工事請負費 29,000

維 持 費 ( 206,765 )

( 235,765 )

    14,000     14,000      1,000 防災・安全交付金事業費        29,000

    14,000     14,000      1,000 公達雨水幹線整備事業費        29,000

15 工事請負費 29,000

     ・排水整備工事

29,000 14,000 14,000 1,000

  計 ( 350,367 )

( 379,367 )

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特　　定　　財　　源
金　　額

補　正　額　の　財　源　内　訳

一　　般

財　　源

説　　　　　　　　　明目

(　　計　　)

(補正前の額)

節

区　　分
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(款) 10 教育費 (項)  2 小学校費

補 正 額

 3 学 校 △68,799 △8,809 △92,200 32,210 15 工事請負費 △68,799

建 設 費 ( 612,340 )

( 543,541 )

   △8,809   △92,200     32,210 小学校施設整備事業費      △68,799

     △126        126 小学校施設整備事業費

   △8,683   △92,200     32,084 空調設備整備事業費      △68,799

15 工事請負費 △68,799

     ・小学校空調設備整備工事

△68,799 △8,809 △92,200 32,210

  計 ( 808,103 )

( 739,304 )

(款) 10 教育費 (項)  3 中学校費

 3 学 校 0 △4,312 10,700 △6,388

建 設 費 ( 246,450 )

( 246,450 )

   △4,312     10,700    △6,388 中学校施設整備事業費

46 △100 54 中学校施設整備事業費

   △4,358     10,800    △6,442 空調設備整備事業費

0 △4,312 10,700 △6,388

  計 ( 364,650 )

( 364,650 )

目

補　正　額　の　財　源　内　訳

(補正前の額) 特　　定　　財　　源 一　　般
区　　分 金　　額

(　　計　　) 国県支出金 地 方 債 そ の 他 財　　源

節

説　　　　　　　　　明
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（款）２　総　　務　　費

 （項）１　総 務 管 理 費

  （目）７　企　　画　　費

　事業名　　プレミアム付商品券事業 （単位：千円）

（款）８　土　　木　　費

 （項）２　道 路 橋 梁 費

  （目）２　道 路 維 持 費

　事業名　　公達雨水幹線整備事業

繰　越　明　許　費　補　正

関 係 予 算 額

左 の う ち

繰　　越　　事　　由
そ の 性 質 上 繰 越 さ な け れ ば 予 算 成 立 後 の 事 由 に よ り 繰 越
な ら な い と 予 想 さ れ る も の

15 工 事 請 負 費 53,182 15 工 事 請 負 費 29,000

29,00053,182計 計

　国の補正予算に対応する事業であり，完了

までに期間を要することから，年度内の事業

完了が困難であるため。

さ な け れ ば な ら な い も の

節 金 額 節 金 額 節 金 額

計 3,595 計 3,595

13 委 託 料 1,285 13 委 託 料
完了が困難であるため。

通 信 運 搬 費 2,310 通 信 運 搬 費 2,310

1,285

2,310 　国の補正予算に対応する事業であり，完了

までに期間を要することから，年度内の事業

12 役 務 費 2,310 12 役 務 費

- 9 -



（款）１０　教　　育　　費

 （項）２　小 学 校 費

  （目）３　学 校 建 設 費

　事業名　　空調設備整備事業 （単位：千円）

 （項）３　中 学 校 費

  （目）３　学 校 建 設 費

　事業名　　空調設備整備事業

関 係 予 算 額

左 の う ち

繰　　越　　事　　由
そ の 性 質 上 繰 越 さ な け れ ば 予 算 成 立 後 の 事 由 に よ り 繰 越
な ら な い と 予 想 さ れ る も の さ な け れ ば な ら な い も の

節 金 額 節 金 額 節 金 額

計 478,089 計 333,747

13 委 託 料 33,078 13 委 託 料 7,236 　国の補正予算に対応する事業であり，完了

15 工 事 請 負 費 445,011 15 工 事 請 負 費 326,511 までに期間を要することから，年度内の事業

完了が困難となったため。

13 委 託 料 12,424 13 委 託 料 2,949 　国の補正予算に対応する事業であり，完了

15 工 事 請 負 費 199,810 15 工 事 請 負 費 179,810 までに期間を要することから，年度内の事業

212,234 計 182,759
完了が困難となったため。

計
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補正前の額 補 正 額 補正後の額 補正前の額 補 正 額 補正後の額

4,907,033 4,774,361 1,295,700 △ 67,500 1,228,200 627,963 627,963 5,374,598

（5）土 木 2,143,655 2,040,330 236,700 14,000 250,700 273,806 273,806 2,017,224

（7）教 育 1,726,776 1,671,546 698,400 △ 81,500 616,900 233,179 233,179 2,055,267

13,889,150 13,902,379 2,018,500 △ 67,500 1,951,000 1,290,169 1,290,169 14,563,210

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書 補 正

(単位：千円)

区          分

前 々 年 度 末 前 年 度 末
当  該  年  度  中  増  減  見  込

当 該 年 度 末

起 債 見 込 額 元金償還見込額

現在高見込額

合         計

現 在 高 現在高見込額

1 普 通 債
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